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神戸市の復興まちづくり 

（財）神戸市都市整備公社 

     中山久憲 調査役 



神戸の震災復興事業
～２段階都市計画とまちづくり提案～

復興まちづくりへの柔軟な手法の展開

中 山 久 憲

２０１１．１２．１５ 岩手県技術士会

２０１１「復興まちづくりセミナー」
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震災復興との関係
１９９４－１９９６ 兵庫区役所まちづくり推進課長

被災地の最前線で被災者の支援事業
１９９７－２００1 都市計画局計画部まちづくり支援担当主幹

被災地の復興まちづくり活動（協議会）支援事業
１９９９ 台湾集集大地震 復興支援(中華民国政府の招聘)

２００２ 都市計画局計画部計画課長
２００４ 「神戸防災技術者の会」設立に参画
２００５～２００９ 都市計画総局 部長～参与

震災復興土地区画整理事業・再開発事業 総括責任者
２００７ 能登半島地震 石川県穴水町復興支援
２００８ 『苦闘 元の街に住みたいんや！』（晃洋書房）

２０１０～ (神戸市退職) 神戸市都市整備公社 調査役
阪神・淡路大震災 復興アーカイブス 復興誌 作成
２０１１ 東日本大震災 宮城県名取市復興支援

〃 『神戸の震災復興事業』（学芸出版社）
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阪神・淡路大震災の概要
１．地震の発生 １９９５年１月１７日 午前５時４６分

２．地震の名称 ｢１９９５年兵庫県南部地震｣

３．地震の規模 Ｍ７．３ 直下型（１４km)

４．地震の震度 震度７ の分布
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倒 壊 し た 阪 神 高 速 道 路

提供 読売新聞社



波止場町

ポートアイランド
コンテナ埠頭

メリケンパーク

神戸港港湾施設の被災

曲がりくねり
断線してし
まったレール

提供 朝日新聞社

被災した鉄道
(阪神電鉄)

提供 神戸新聞社

６階が押しつぶされた
市役所２号館

新館と旧館の8階と6階
の渡り廊下の破壊

１階部分がぺっしゃんこになった老朽住宅 提供：読売新聞社



阪神・淡路大震災の被災状況

6,434 人 4,571 人 71 %

43,792 人 14,678 人 34 %

全 壊 104,906 棟 67,421 棟 64 %

半 壊 144,274 棟 55,145 棟 38 %

全 焼 6,982 棟 6,965 棟 99 %

半 焼 89 棟 80 棟 90 %

神戸市避難者数(ピーク時) 23万6千人(1/24)

割 合

建
物

死    者

負 傷 者

全 体 の 被 害 神戸市の被害

9都市直下型の震度７の揺れで建物倒壊し、逃げる間が無く、死者の3/4は即死

神戸市内で
同時多発火災が
当日59件発生

ほとんど無風下

長田区の火災発生写真

朝日新聞社提供
10

（５：４６～６：００の間）
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消防艇 １隻

消防車 70台

送水ホース

1,000本以上

1ﾗｲﾝ延長事例

延長 1.2 km

車両 7 台

ホース 89 本
長田港

新
湊
川

長田区西部地区の同時多発火災の消火活動

消火栓の水が使えないなら

海や川の水を使おう

鎮火：18日14：00（出火から２９時間後） 焼損延べ面積 143,000㎡

12震度7の揺れで水道の配水管1,757ヶ所、給水管89,584ヶ所で被災し漏水

消防車が駆けつけても水が無く、海水を消防車を繋いで放水し鎮火した



新長田駅
周辺地区 御菅地区

松本地区

六甲道駅
周辺地区 森南地区

⑦

基盤未整備

地区

に集中
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大規模火災(焼損延床面線１万

㎡以上)はどこで起きたか
震災復興事業の都市計画手続き

(「２段階都市計画」の採用)
• 1.17 阪神・淡路大震災の発生

被災地域の調査・事業手法の検討・補助金に要請

（「2段階の都市計画」の方針）

• 1.31 神戸市「緊急に整備する地域（6地域：233ha）」発表

• 2. 1  建築基準法第84条による建築制限の区域指定

国・県との事前協議

• 2.28 (第１段階の)都市計画(骨格)案の縦覧

意見書の提出

• 3.14 神戸市都市計画審議会の開催

• 3.16 兵庫県都市計画地方審議会の開催

• 3.17 (第１段階の)都市計画(骨格)の告示

住民参加(まちづくり協議会活動)による詳細計画案づくり

復興まちづくり案を提案

• (第２段階の)都市計画(詳細)の決定→事業

２週間

２
ヶ
月
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第1段階

新長田・鷹取地区

面積 69.2ha

JR鷹取工場

面積 17.1ha

第１段階の都市計画１９９５．３．１７
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「２段階都市計画」手法
• 第１段階の都市計画 (行政主体＝画一的)

行政が整備する事業手法と区域及び整備するべき
骨格の都市施設を定める

• 第２段階の都市計画 (住民主体＝柔軟に)

①区域の中に住民が必要とする道路や公園などの詳
細を住民参加で話し合い、住民自身で決める

②行政は住民が提案した内容を尊重して詳細の都市
計画と事業実施計画を定める

③まとまった地域から事業化する 16



神戸市まちづくり条例（1981年制定）

＝協働のまちづくり

住民が専門家と主体的に取り組む

住民と行政が協働で取り組む

住民

専門家 行政

参加と協働の
まちづくり

ルールづくり

ものづくり

まちづくり まちづくり まちづくり

協議会 提案 協定

（第２章） （第３章） （第４章）

まちづくり

事業

まちづくりの
発意

専門家派遣制度 活動助成金
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新長田・鷹取地区の事業化までの経緯

鷹取東第２ 鷹取東第１

鷹取北エリア 新長田北エリア

年 月 日

1995 3 17

11 30 事業計画決定

1996 7 9 事業計画決定

7 10 都市計画変更（道路・公園）

11 5

12 27 都市計画変更(千歳公園）

1997 3 3

3 5 事業計画決定

2001 2 21 換地処分

2008 3 24 換地処分

2011 3 28 換 地 処 分

地 区 名

事 業 地 区 名

新 長 田 ・ 鷹 取

エ リ ア 名

新長田駅北地区

新 長 田 ・ 鷹 取 ( 都 市 計 画 決 定 )

都 市 計 画 変 更 ( 区 域 の 拡 大 )

事 業 計 画 変 更 ( 区 域 の 拡 大 ）
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住民側との意見調整
近隣公園・小学校
の配置検討過程

千歳小学校

大黒小学校

だいち小学校

鷹取東第２地区

新長田駅北地区(鷹取工区)

第１段階の都市計画

住民独自の公園分散案 防災機能が弱い

JR鷹取工場編入 小学校統廃合 小学校跡地に近隣公園

19

1.3haの近隣公園の反対

JR鷹取

工場

第２段階の都市計画

新長田駅北地区（新長
田エリア） 42.6ha

新長田駅北地区（鷹
取エリア） 17.0ha

鷹取東第２地区 19.7ha
ツイン区画整理

20



ツイン区画整理 実施の理由
神戸市側の理由

• 住民側の近隣公園の
位置変更要望

• 小学校の統廃合中断
統合の用地があれば

• 新長田・鷹取地区の
公共施設に充当する
用地の買収（減価買
収の用地費の執行）

• 飛び換地先として使
える用地が必要

JR側の理由

• 工場が被災

• 工場の移転を検討中

• 部分的な買収は困る

• 残っている建物の全
て移転補償し、土地
半分を市で購入する

• (残りは)防災機能の

ある駅前地区として
復興に貢献する

利害が
一致

21

ツイン
区画整理

JR鷹取工場100年の歴史を閉じ

防災機能を備えた駅前市街地へ
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新長田駅北地区(鷹取エリア) 17.0ha
主な公共施設
駅前広場(0.5ha) 道路（27m、18m、18m）
近隣公園（1.7ha)、街区公園(0.25ha)
小学校(1.0ha)
飛び換地 従前136筆 換地102筆(2.3ha)

JR鷹取工場
1900年山陽鉄道の工場として現位置へ
1916年国鉄の鷹取工場として現規模

東の大宮、西の鷹取と呼ばれる
2000年に兵庫県網干電車基地に移転

小学校跡地は大規模防災公園(1ha)
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建築基準法の制限の期限による
都市計画手続きの実施

阪神・淡路大震災(2ヶ月)と東日本大震災(8ヶ月)
都市計画手続きの工程比較

震災発生から
８ヶ月

土地区画整理事業 市街地開発事業の施行
再開発事業

都市計画法53条による建築制限

土地区画整理事業 事業計画認可 市街地開発事業の施行
再開発事業 地区計画
地区計画

まちづくり協議会結成

第０段階の都市計画手続き
被災市街地復興推進地域

まちづくり協議会結成

建築基準法84条および特別立法による建築制限

第２段階の都市計画手続き

復興計画の策定

震災復興事業

建築基準法84条による建築制限

震災発生から２年

第1段階の都市計画手続き

震災発生から２箇月

事業手法の検討

市街地開発事業による建
築制限

市街地開発事業による建
築制限

まちづくり提案

阪
神
・
淡
路
大
震
災
型

東
日
本
大
震
災
型

まちづくり提案

第１段階の都市計画手続き

都市計画法53条による建築制限

被災市街地復興特別措置法7条による建築制限

被災市街地復興推進地域

第２段階の都市計画手続き
事業計画認可

24
「２段階型都市計画」手法の活用が有効か
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奥尻町青苗漁港の復興 

国土交通省北海道開発局 

函館開発建設部  橋詰知喜 次長 
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鳥取県智頭町 

日本ゼロ分のイチ村おこし運動 

－峠越え、峠越え、また峠越えのまちづくり－ 

京都大学防災研究所 前所長 

        岡田憲夫 教授 
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パネルディスカッション 

 パネリスト 

稲垣文彦氏（中越復興市民会議代表） 

久保田秀樹氏（NPO 立ち上がるぞ！宮古市田老会員） 

寺井良夫氏（ＳＡＶＥ ＩＷＡＴＥ代表） 

寺谷篤氏（智頭町村おこし運動生みの親） 

 脇坂隆一 都市調整官 

平井節生 副局長 


